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終了時評価調査結果要約表 

１ 案件の概要 

国名：トルコ共和国 案件名：イスタンブール市歴史地区交通需要管理

プロジェクト 

分野：都市開発・地域開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICA経済基盤開発部 協力金額（評価時点）：3.12 億円 

協力相手先機関：イスタンブール市交通局 

協力期間： 

2011 年 7 月～2013 年 12 月 

日本側協力機関：国土交通省、広島大学、東京大

学 

１－１ 協力の背景と概要 

トルコ共和国（以下、「トルコ」と記す）は国土面積 783,562km2、人口約 7,260 万人、1 人当

たりGDPが 8,723 米ドル（2009 年時点）であり、欧州と中東の間に位置し、アンカラを首都と

する共和制国家である。イスタンブール（5,343km2）は、ボスポラス海峡を挟んで欧州大陸と

アジア大陸にまたがっており、トルコの全GDPの 22％を生み出すトルコ経済の中心であると同

時に、世界遺産に登録された歴史地区を有する文化・観光都市でもある。 

近年、イスタンブールでは人口が急速に増加しており、1980 年の 615 万人から 2012 年には

約 1,400 万人を数え、人口増大と経済成長に伴い、乗用車台数は 300 万台に近づいている。こ

の急速なモータリゼーションの進展に交通施設整備は追いつかず、慢性的な渋滞、交通事故の

多発、排気ガス排気量の増加などの都市問題が年を追うごとに深刻化している。さらに、イス

タンブール首都圏への一極集中により、2023 年には人口が 1,600 万人を超えると予測されてい

る。 

このような状況の下で、めざすべき将来の交通ネットワークを策定し、イスタンブール市の

都市交通問題の改善を図るため、同国政府の要請を受けて、JICAは 2007～2009 年に「イスタ

ンブール市都市交通マスタープラン（M/P）調査」を実施した。同調査で策定されたM/Pは、

①公共交通インフラの整備、②民間資金導入のための基金（イスタンブール西部地区都市開発

公団、軌道系開発促進基金）の設立、③適切な交通管理の実施、の 3 つのコンポーネントから

構成される。 

このうち③について、歴史文化財と調和した都市環境保全の観点から、イスタンブール歴史

地区（人口約 45 万人、面積約 17km2）の交通現況の改善が緊急課題として提言された。イスタ

ンブール歴史地区はユネスコの世界遺産に指定され、歴史的建造物が数多く存在しているが、

都市部に位置するために、深刻な交通渋滞とそれに伴う大気汚染などにより貴重な歴史的建造

物が損傷されつつある。M/Pでは、歴史地区における交通政策は乗り入れ規制だけではなく、

さまざまな交通政策を複合的に実施する必要があることが指摘されており、それを担うイスタ

ンブール市交通局職員の交通需要管理（Traffic Demand Management：TDM）施策実施能力の強

化が緊急に必要とされている。同提言に基づき要請されたイスタンブール市歴史地区交通需要

管理プロジェクト（以下、「本プロジェクト」と記す）では、M/P調査と同様にイスタンブール

市交通局をカウンターパート（Counterpart：C/P）機関として、歴史地区における混雑緩和のた

めのTDM施策導入のため、社会実験の実施プロセス（課題特定→計画立案→実施→評価・分析）

を通じたC/P機関のTDM施策実施能力強化を目的として、2011 年 6 月から 2013 年 12 月までの
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予定で実施されている。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

快適な都市環境を実現するため、イスタンブール市歴史地区において適切な交通需要管

理（TDM）施策が実施される。 

（2）プロジェクト目標 

イスタンブール市交通局の歴史地区におけるTDM施策実施能力が強化される。 

（3）成果（アウトプット） 

1）イスタンブール市歴史地区の交通特性が特定され、交通計画上の課題が抽出される。

2）TDM施策の社会実験における計画立案から実施、評価・分析に至る一連のプロセスが、

イスタンブール市交通局職員によって試行される。 

3）社会実験の経験がガイドライン・研修教材などとして取りまとめられて、イスタンブ

ール市関係部局に共有される。 

 

（4）投入（2011 年 7 月～終了時評価時点） 

1）日本側 

・日本人専門家：専門家 10 名（合計 57.44 人/月） 

・本邦研修：合計 13 名 

・供与機材：2,300 万円（約 23 万米ドル） 

・プロジェクト運営費：6,530 万円（約 67 万米ドル） 

2）トルコ側 

・プロジェクト要員：合計 17 名 

・プロジェクト施設：プロジェクト事務所スペース 

・プロジェクト運営費：50 万トルコリラ（約 2,550 万円） 

 

２ 終了時評価調査団の概要 

 担当分野 氏 名 所  属 

調査者 

総括 垣下 禎裕 JICA経済基盤開発部参事役 

協力企画 福原 さおり JICA経済基盤開発部平和構築・都市・地域開発第一課

評価分析 津曲 真樹 有限会社アイエムジー 

調査期間：2013 年 9 月 1 日～9 月 14 日 評価種類：終了時評価 

３ 調査結果の概要 

３－１ 調査結果の要約 

（1）成果の達成状況 

成果 1 の活動はプロジェクト開始以降順序立てて実施され、成果 1 の達成へと導いた。

成果 2 は、第 2 回社会実験の実施を除いて達成されたと評価できる。第 2 回社会実験は、

C/P機関（イスタンブール市役所交通局）の裁量を超える要因によって、2014 年 3 月に選
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挙が終わるまで延期されることになった。しかし、歴史地区でこの実験を行う目的、価値、

固有プロセスの概略は報告書にまとめられている。また、選挙に伴う想定外の延期がなけ

れば、成果のこの部分も予定どおり産出されるはずであった。終了時評価の段階では、成

果 2 の下で行われた社会実験の結果と、現在取り組まれている、分析から引き出されたガ

イドラインの完成と普及によって、プロジェクト期間の終了までに、成果 3 は指標を達成

することが予測される。 

 

（2）プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクトの目標は、質問票調査、インタビュー、関連資料など、複数の角度からの

レビューに基づいて、おおむね達成されていることが確認された。他方で、第 1 回社会実

験（スマート・パーキング・システム：SPS）を通じて獲得したスキルを確かなものとす

るための第 2 回社会実験（トラフィック・セル・システム）、という期待をC/Pのだれもが

もっていたことがうかがわれた。それにより、TDMを更に推進する準備を万全に整えるこ

とが可能となる、という理解からである。その意図は、社会実験の技術的な側面のみでな

く、実験の実施にあたって必要である、イスタンブール市役所の行政システムとどのよう

に対峙し、関係者を巻き込んでいくか、という課題への対処を含むものである。このよう

な背景から、プロジェクトがその機会を提供して構築途上にある、TDM施策にかかわる能

力を確実にするために、あと 1 回の実験を行うことが交通局職員にとって有益であろう。

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：おおむね高い 

プロジェクトは、日本の対トルコ援助政策の枠組みに包含されている、JICA支援による

「イスタンブール市都市交通マスタープラン（M/P）調査」に基づいて構築されたもので

あり、トルコの国家開発計画である「第 9 次開発計画（2007～2013 年）」に沿って計画、

実施された。プロジェクトはまた、イスタンブール市役所の「イスタンブール都市圏戦略

計画（2010～2014 年）」に直接的に呼応した事例の 1 つでもあり、イスタンブール歴史地

区に対する、ユネスコの世界遺産としての認定を維持するための管理について定めた、「イ

スタンブール歴史的半島地域管理計画（2011 年）」を順守している。これらの整合性にか

んがみ、プロジェクトの妥当性はおおむね高いと評価できる。 

 

（2）有効性：高い 

プロジェクトの有効性は高いと評価される。プロジェクトの目標は、質問票調査、イン

タビュー、関連資料など、複数の角度からのレビューに基づいて、指標を満たすレベルで

達成されていることが確認された。産出された成果のプロジェクト目標達成に係る重要性

は、明らかであり、プロジェクト目標と産出された成果の間には、明確な関連性が認めら

れる。かくも密集した都市の中心におけるTDMへの実態的なニーズは、プロジェクト期間

中においても、時間の経過とともに拡大の一途であったといえる。2013 年 10 月 29 日のイ

ェニカプ駅開業を控え、鉄道、道路（バスと歩行者）、海上（フェリー）のスムーズな乗

り継ぎを可能にする交通結節点の開発、というイスタンブール市役所にとっての喫緊の課

題への対応として、2013 年 12 月のプロジェクト終了が迫るなかで、TDMは有効な手段と
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してより注目を得ると予想される。 

 

（3）効率性：中程度 

プロジェクトが結果を導くにあたって行った投入、成果との関連性から検討した結果、

その効率性は中程度であるといえる。プロジェクトの活動は入念な計画と準備を経て実施

されたが、初期には遅延が発生した。活動実施のためにステークホルダーから理解と技術

的支援を得るにあたって、プロジェクト実施の円滑化に影響を与える困難にも直面した。

しかし、プロジェクト関係者は、1 つ 1 つの課題に戸惑いながらも、真摯な姿勢とプロ意

識を失わずに努力と協力を継続し、障害を克服して獲得したC/Pの自己資源（官僚システ

ムのなかで物事を進めるために必要であった人的リソースを含む）をも投入のうえで、成

果を導いた。 

 

（4）インパクト：中程度 

プロジェクト期間を通じて、C/Pはプロジェクト活動としてのTDM施策の計画と実施に

真摯に取り組み、組織レベルでその経験が蓄積されるための努力を行った。第 2 回社会実

験が延期に至った経緯は、担当職員レベルがコントロールできる権限の範囲を超えたもの

であり、一方で、彼らの、管轄対象地域がより良い条件の交通環境を得るために努力する、

という目標をくじくことではなかった。折しもイスタンブール市役所では、複数の交通手

段が交差するイェニカプ駅周辺で、2013 年 10 月に交通ハブの開通が迫っていることを皮

切りに、この地域の交通結節点開発への対応を喫緊の課題としており、プロジェクトにお

けるTDMの経験はこのシステムを構築するための核として、市の取り組みが進むなかで、

その関連性の高さから注目されると期待できる。よって、更なるTDM施策の実施を通じて

上位目標を達成する見込みが高く、プロジェクトのインパクトは中程度と考えられる。 

 

（5）持続性：高い 

C/Pは与えられた役割だけでなく、組織内での各人の役割と責任もよく認識している。

プロジェクトは、技術及び職務責任を考慮して選ばれた職員から成るワーキンググループ

を設定して、交通局の既存の組織的枠組みのなかで機能した。かくして、プロジェクトの

終了が活動の推進に悪影響を与えることはないと考えられる。しかし、これら選ばれた職

員は計画課所属の者が大半であり、施策の計画及び試行の職責を担っても、施策の大規模

な実施を司るわけではなく、施策の広範な適用には、以下の 2 点が重要になる。すなわち、

①プロジェクト期間が終了する前に、綿密かつ有益なガイドライン（成果 3）が完成し、

②施策の更なる展開にかかわる他部局に働きかけることである。実施機関の方向性を左右

する政治環境の変化は、プロジェクトがもたらしたTDM施策を更に推し進める規模とタイ

ミングに、今後も影響を与え続ける。しかしTDM は、イスタンブール市役所が管轄する

交通問題を打開するための根幹ともいえるものであり、混雑緩和が目に見えるレベルにな

るまで、その優先順位は高いものであり続けると思われる。そのため、プロジェクトがも

たらした結果の持続性は高いと考えられる。 
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３－３ 結論 

交通局の中核職員のTDM施策関連能力の強化に関して、プロジェクトは明確な成果を産み出

した。その妥当性は、①トルコ政府の政策、②イスタンブール市役所の戦略計画、③交通局の

ニーズ、④ユネスコ世界遺産委員会の要請、⑤日本のODA政策、という5つの要素との整合性

の高さに現れている。プロジェクトの目標は、質問票調査、インタビュー、関連資料など、複

数の角度からのレビューに基づいて、指標を満たすレベルで達成されていることが確認され、

目標達成と産出された成果の間に明確な関連性が認められることから、その妥当性は高い。投

入と成果の関係の観点からも、投入が成果の妥当な産出を導いていることが以下の側面から認

められたことから、プロジェクトの効率性も満足のレベルを満たしたといえる。それらは、①

遅延という障害を、資金を獲得するプロセスを経験、会得する機会として活用、②成果レベル

の重要な前提条件、③日本による投入、④イスタンブール市役所による投入、である。TDMの

更なる実施を通じた上位目標達成の見通しは高く、プロジェクトのインパクトは大きなものと

考えられ、プロジェクトが達成した成果が持続する可能性も高いという評価に値する。 

 

３－４ 提言 

（1）C/Pのプロジェクトにおける担当業務を再確認し、その役目を時間軸に沿って明確化する

自治体の有能な技術系職員に共通しているように、担当のC/Pは部局のなかで日々遂行

する通常業務をもっており、勤務時間の 100％をプロジェクトのために費やすことはでき

ない。このような制約を踏まえて、プロジェクトは毎週金曜日のワーキンググループミー

ティングなどの手はずを整え、管理運営に工夫を凝らした。この関連で、質問票調査とそ

の後のインタビューから顕在化したのは、「どの段階で何が達成されているために、だれ

がいつまでに何を行うか」を再度確認し、自己が求められている遂行業務に関して、プロ

ジェクト内部で全員が共通の理解を構築することが、更なる時間の効率化をもたらすであ

ろう、という点である。よって、プロジェクトの終了に向けて、それぞれのC/Pが現在取

り組んでいるプロジェクト関連業務がPDMやPOが規定したものに即しているかについて、

改めて確認することが有用であろう。 

 

（2）プロジェクトにて向上したTDM能力を更に強化するための、イェニカプ開発への短期的

な技術支援の検討 

第 2 回社会実験（成果 2）を延期するイスタンブール市役所上層部の決定の後、市役所

にとって緊急性の高いニーズとして浮上した、イェニカプ駅周辺の交通結節点開発に係る

対応への技術的な相談などに、C/Pは迅速に呼応している。イェニカプ駅周辺は、市の最

も重要な交通の要所となることが見込まれている。C/Pによるこのような対応は、TDM適

用の枠組みのなかに位置づけられるものであり、プロジェクトを通じてTDM施策に携わっ

た職員の適用能力を示す機会を提供する。 

イェニカプ開発への取り組みはイスタンブール市役所にとって緊急性が高く、プロジェ

クトを半年の範囲内で延長し、緊急対応のアクションプラン策定を通じてこの開発に対す

る技術支援をプロジェクトの正式な活動として行う意義は、検討に値する。具体的な対応

についてはJCCとの協議によって決定されることになるが、活動の性質はプロジェクトの

成果 1 のなかで展開されるものであり、その重要点は成果 3 でまとめられる、プロジェク
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トガイドラインの補足として文書化されることが推奨される。 

 

（3）延期となった第 2 回社会実験の、適切な時期の実現 

プロジェクトは第 2 回社会実験のためにあらゆる準備を整え、特にC/Pはその準備に奔

走したこともあり、この実験が実施されないことは、大きな機会損失であると考えている。

プロジェクト期間内の実現の可能性は難しくとも、交通局の予定に引き続き含め、適切な

時期に優先的に実施することが、プロジェクト目標の達成と、上位目標の達成への道筋を

確かにするための重要なステップである。 

 

（4）プロジェクトの成果に係る情報提供を通じての、イスタンブール市役所用地管理担当局

との緊密な連携 

イスタンブール歴史地区に対する、ユネスコの世界遺産としての認定を維持するための

管理について定めた、「イスタンブール歴史的半島地域管理計画（2011 年）」をプロジェク

トは順守し、また、TDMは同管理計画の執行を支援する活動として認識されていることが、

本終了時評価のなかで、イスタンブール市役所でユネスコとの連携を担当する用地管理担

当局によって確認された。歴史地区の保全という観点から、同用地管理担当局とは共通の

アジェンダを抱えており、密な連携を行うことによって、TDM施策を核とするプロジェク

トの意義をより広く認知させることが可能になると考えられる。特には、同管理計画が現

在改定の途上であることから、プロジェクトが関連データを同局に提供することで、歴史

地区へのプロジェクトの貢献が改訂版の管理計画に正式に加えられることで、プロジェク

トによる歴史地区のTDM施策に正当性を与えるツールとなる。 

 

（5）TDM施策の適用拡大を視野に入れた、C/P以外の人々への働きかけの開始 

プロジェクトは、技術及び職務責任を考慮して選ばれた職員から成るワーキンググルー

プを設定して、交通局の既存の組織的枠組みのなかで機能した。かくして、プロジェクト

の終了が活動の推進に悪影響を与えることはないと考えられる。しかし、これら選ばれた

職員は計画課所属の者が大半であり、施策の計画及び試行の職責を担っても、施策の大規

模な実施を司るわけではなく、施策の広範な適用には、以下の 2 点が重要になる。すなわ

ち、①プロジェクト期間が終了する前に、綿密かつ有益なガイドライン（成果 3）が完成

し、②施策にかかわる更なる展開にかかわる他部局に働きかけることである。プロジェク

トは現在、ガイドライン作成の活動を進めているが、C/Pがワーキンググループを越えた

関係者とのかかわりの布陣をつくるためには、ガイドラインの質を確保しつつ、普及の方

法をしっかりと固めることが重要である。 

 

４ 教訓 

（1）ステークホルダーを巻き込むことの重要性 

プロジェクトは、毎週金曜日に行われるワーキンググループ（プロジェクト活動の中核

グループ）ミーティングを通じて、専門家とC/Pの間に良好なコミュニケーションチャン

ネルが確立された。交通局のその他の関連部局も、業務の内容によってコミュニケーショ

ンチャンネル並びに共同作業に加わった。一方で、流動的に物事が動く、巨大な行政シス
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テムのなかで、過密スケジュールの上層部をどのように巻き込んでプロジェクト活動を進

めるかについては苦労が絶えず、プロジェクトは、その点では反省すべきことも多いと自

覚している。また、一般市民を巻き込むプロジェクトのアウトリーチの努力が社会実験の

実行にあたって十分でなかったことも、プロジェクトは反省事項としている。 

上層部へのアクセスに制約がある点については、その後も状況は変わっていないが、プ

ロジェクトは、官僚機構のなかで必要な決裁を得るためにはどのような対応・準備が必要

かについて、経験を生かしてより効率的な動きをとるようになっている。そして、上層部

からの決裁を仰ぐにあたっては、決裁者が躊躇なく判断を下せるよう、先を見据えた準備

と思考を巡らせて対応していることが確認された。 

こういった最終目標に向けた発想は、あらゆる組織における普遍的な財産であるが、公

務員の基本原則としてとりわけ肝要なものであり、定着することが期待される。行政体内

外での合意形成、並びに一般市民へのアウトリーチの重要性は、TDM施策の計画と実行の

成功にとって不可欠な要素であると考えられ、その対応が重要である。 

 

（2）技術担当者にも必要な、技術面以外の能力 

プロジェクトのPDMで定められた対象グループは、イスタンブール市役所の交通局であ

る。ワーキンググループに参画している職員（C/P）は、高いレベルの技術的専門性を備

えてプロジェクト活動に従事していることから、彼らのプロジェクトへの参加の利点は、

狭義の技術能力開発というよりは、TDM施策をどのように構成し、実施するかにかかわる

運営管理面の能力向上という色が強かった。特に、プロジェクトはC/Pに、巨大な地方自

治体の行政機構のなかで自局の技術的なアジェンダに関して上層部を説得し、他部局と協

調し、内外のステークホルダーと協同するかなど、物事の動かし方を実践する機会を提供

した。そのため、既に交通管理分野での技術能力を備えるC/Pにとって、「ニーズ」が必ず

しも強く感じられていたわけではないが、プロジェクトは彼らに、常に状況が変わり、予

測が難しい市の行政システムのなかでTDM施策を実現するために必要な、戦略的な思考や

行動を考えさせる機会となった。 

 

（3）JICA専門家の投入パターン 

日本人専門家の投入は、JICAとの契約にのっとって行われた。プロジェクトが必要とす

る日本側の投入の大きな部分が、プロジェクトの進展を支えるさまざまな手続き面での取

り組みへのサポートであり、そのためには、専門家が現地に常駐し、必要に応じて間断な

くアドバイスを仰げるという距離感が、C/Pにとっては非常に重要な要因となる。この点

について、C/Pの多くから、日本側の予算措置として必要であれば専門家の数を減らして

でも、多くが断続的に出入りするのではなく、常勤に近い体制でプロジェクトに従事して

ほしい、という意見が寄せられた。この問題は本プロジェクトに特有のものではなく、プ

ロジェクト計画における効果的な実施の観点から、JICAによる検討が求められる性質のも

のである。 

 

（4）最良の理想像ではない例から得られる教訓の価値 

中核となるC/Pは全員が日本での研修機会を得て、日本のTDMにふれて比較の視点から
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理解を確立した。日本の技術がトルコのそれに勝るものではない、という既成概念をもち

ながら研修に参加したC/Pもいるが、このような比較を含め、C/Pは公共機関が実施する

TDMの適用場面に接することで、今後、自分の職務のなかでどのようにTDMを扱うかにつ

いて、より明確な考えをもてるようになった点に意義がある。この例は、たとえ個別技術

の優位性が高くない事例からも、比較の視点を促す価値があることを示唆する。 
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Summary of Terminal Evaluation 
1. Outline of the Project 
Country:  Turkey Project Title: The Project for Traffic Demand 

Management of Historical Area in Istanbul 
Issue/Sector：Public Services 
Urban Transportation 

Cooperation Scheme：Technical Cooperation 

Division in Charge:  
JICA Economic Infrastructure 
Department 

Total Cost:  
(as of the Terminal Evaluation (September 2013))： 
Approximately 312 million Japanese Yen 

Period of Cooperation: 
July 2011 – December 2013  
(Two years and six months) 

Partner Country’s Implementing Organization: 
Istanbul Metropolitan Municipality (IMM) 
Supporting Organization in Japan:  
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and 
Tourism, Hiroshima University, The University of 
Tokyo 

1.1 Background of the Project 
 

Republic of Turkey is located between Europe and the Middle East with Ankara as its 
capital. The Republic houses 783,562 km2 land area, is inhabited by 72.6 million people, with 
the per capita GDP of 8,723 U.S. dollars (as of 2009). Istanbul (5,343 km2), that spans Asia and 
continental Europe across the Bosphorus Strait, is the country’s center of economy producing 
22% of its GDP. It is also a cultural and tourist city with UNESCO World Heritage Site.  

In recent years, in Istanbul, the population has increased rapidly, from 6.15 million people 
in 1980 to close to 14 million people in 2012. With the economic growth and population 
increase, number of passenger cars is reaching at the level of 3 million. Transportation facility 
development has not kept up with the speed of this rapid motorization, amplifying urban 
problems such as chronic traffic congestion, frequent traffic accidents, and exhaust gas 
emissions. In addition, the trend of over-concentration in Istanbul metropolitan area will push 
up its population to more than 16 million people in 2023. 

Under such circumstances, in response to the request of GoT, JICA conducted “The Study on 
Integrated Urban Transportation Master Plan (M/P) for Istanbul Metropolitan Area in the 
Republic of Turkey” in 2007-2009, and formulated M/P consisting of the three components: (1) 
Development of public transport infrastructure; (2) Establishment of fund to invite private 
sector investment; and (3) Implementation of appropriate traffic management. 

Specifically drawing from (3) above, improvement of traffic situation in Historic Areas of 
Istanbul (17 km2 with population of 450,000), a UNESCO World Heritage Site, was suggested 
as the priority agenda from the perspective of urban environment conservation in harmony 
with the history and culture. M/P pointed out that there is a need to implement not only traffic 
control but also various traffic policies comprehensively. Implementation capacity 
development of staff of Transportation Department of IMM in TDM measures thus became an 
urgent issue, and implementation of the Project was requested to JICA. The objective of the 
Project was set up to strengthen capacity of C/P in implementation of TDM measures through 
the process of social experiments (inclusive of agenda setting, planning, implementation, 
evaluation and analysis) in order to alleviate congestion in the Historical Area. The Project 
was launched in June 2011 and is scheduled to continue through December 2013. 
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1.2 Project Overview 
 

(1) Overall Goal of the Project:  

Appropriate TDM measures will be implemented in the Istanbul historical area to 
create comfortable city environment. 

 

(2) Project Purpose: 

Transportation Department’s implementation capacities of TDM measures for the 
Istanbul historical area are strengthened. 

(3) Outputs 

1) Traffic characteristics of the Istanbul historical area are clarified and issues on 
transportation planning are identified. 

2) Transportation Department’s capacities are strengthened through planning, 
implementing, evaluating, and analyzing social experiments of TDM measures.  

3) Experience of the social experiments is summarized as guidelines and shared among 
relevant departments of IMM. 

(4) Inputs (As of the Terminal Evaluation)   

Japanese side: 
 Japanese Experts: A total of 10 Experts (a total of 57.44M/M) 
 C/P Training in Japan: A total of 13 C/Ps 
 Equipment: JPY 23 million (approximately USD 0.23 million) 
 Operational Expenses: JPY 65.3 million (approximately USD 0.67 million) 

  Turkish Side： 
 C/Ps: A total of 17 personnel 
 Facilities: office space in Transportation Department for Japanese Experts. 
 Operational Expenses: TRY500,000 (approximately JPY 25.5 million) 

2. Evaluation Team 
Members of 
Evaluation 
Team 
(Japanese side) 

[Leader]  
[Evaluation 
Planning] 
[Evaluation 
Analysis] 

Mr. Yoshihiro Kakishita, JICA Economic Infrastructure 
Dept.  
Ms. Saori FUKUHARA, JICA Economic Infrastructure 
Dept. 
Dr. Maki TSUMAGARI,  IMG Inc. 

Evaluation 
Period  

September 1 – 14, 2013 Type of Evaluation：Terminal Evaluation

3. Results of Evaluation 

3.1 Confirmation of Results 

(1) Achievements of Outputs 

Activities under Output 1 were conducted in sequence from the onset of the Project 
and led to the full achievement of Output 1. On the other hand, Output 2 is evaluated 
to have been achieved except for the execution of the second social experiment, for 
which factors beyond control of the Project’s implementing agency (i.e. IMM’s 
Transport Department) affected it to suspend until the election is over in Mar. 2014. 
However, regarding the suspended second social experiment, the objective, value, and 
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specific process of conducting this experiment in the Historic Areas were sketched out 
and compiled into a report. Without the unanticipated suspension due to election, this 
part of the Output was to be produced as scheduled. By the end of the Project period, 
Output 3 is anticipated to be achieved to the satisfactory level set by the indicators, 
which are to produce and disseminate guidelines drawing from the results and 
analysis of the social experiments conducted under Output 2. 

(2) Achievement of the Project Purpose 

The goal of achieving the Project Purpose, as determined by the indicator, has 
already been met. On the other hand, C/P unanimously expressed that they were 
counting on the second social experiment as an opportunity to solidify their acquired 
skills through the process of the first experiment so that they can ensure for 
themselves that they will be fully ready to carry forward onward TDM. This relates 
not only to the technical part of the measures but also to how to navigate the 
administrative system of IMM to implement measures, and for that reason, in order 
to crystalize Project germinated capacity on TDM, going through yet one more 
measure will be beneficial to the staff of the Transportation Department. 

3.2 Summary of Evaluation Results 

(1) Relevance: High 

The Project was planned based on JICA supported “Study on Integrated Urban 
Transportation Master Plan for Istanbul Metropolitan Area in the Republic of Turkey” 
(2009), under the framework of Japan’s assistance policy for Turkey and implemented in line 
with Turkey’s national development plan, “Ninth Development Plan of Turkey (2007-2013)”, 
as a direct response to IMM’s “Strategic Plan of Istanbul Metropolitan Municipality 
(2010-2014)”, in alignment with the requirement by UNESCO World Heritage Committee as 
per determined by “Istanbul Historic Peninsula Site Management Plan (2011). The 
relevance of the Project is thus evaluated as high. 

(2) Effectiveness: High 

The Effectiveness of the Project is assessed as high, for the Project Purpose, as determined 
by the indicator, has already been met, the significance of the produced Outputs for the 
achievement of the Project Purpose was clear, and there is a clear linkage between the 
achievement of the Project Purpose and the production of Outputs. The needs for TDM in 
such a congested city hub has only expanded as the time progressed during the Project 
period. With the grand opening of Yenikapi Station on October 29, 2013, IMM’s priority on 
TDM as a means to develop intermodal system for managing transfer corridors for rail, road 
(bus and pedestrian), and sea (ferry) is anticipated to grow even higher as the Project’s 
completion approaches in December, 2013, and then the Project’s effectiveness can be 
exhibited further to IMM and the society it serves. 

(3) Efficiency  

The Efficiency of the Project is evaluated as satisfactory in view of the multiple dimensions 
of Input-Output relationships that the Project managed for results. Project activities have 
been implemented with thorough planning and preparation, yet delays occurred from early 
point in time, as well as difficulties arose in gaining understanding and necessary technical 
support from the parties instrumental for the implementation of the Project. With concerted 
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effort on the part of the Project, however, each step was managed with diligence and 
professionalism, making use of the challenge and effectively turned investment (incl. human 
power required to navigate the bureaucratic system and accessing initially unallocated C/P 
budget for the implementation of social experiment) into Output.  

(4) Impact: Substantial  

Through the Project period, the C/P stayed focused on the planning and execution of the 
Project planned TDM measures and served to build institutional memory and mechanism on 
the theme. The unfortunate suspension of the second social experiment beyond control of the 
staff assigned did not deter them from the pursuit for such undertakings for the cause of 
better traffic conditions in the target area. Given IMM’s imminent needs for the Historic 
Area are to install arrangements for intermodal facilities at Yenikapi transfer center (as the 
grand opening of this transportation hub is approaching in the end of October 2013), the 
TDM experiences of the Project is expected to draw attention for its high relevance as the 
core for establishing intermodal systems. Therefore, the prospects for achieving Overall 
Goal through further implementation of TDM is high, and thus the impact of the Project is 
deemed substantial. 

(5) Sustainability: High 

The C/P has fine recognition of their roles and responsibilities not only in their assigned 
Directorates but also within the institution. The Project worked within the existing 
organizational framework of the Transportation Department by setting up Working Group 
with staff drawn for their technical and functional responsibilities. Thus, termination of the 
Project will not negatively affect the furtherance of the results derived. However, them being 
staff for planning the measures and possibly testing the measures but not for launching 
large scale operations, realization of wider application depends on the Project (1) making a 
thorough and informative guideline (Output 3) before the end of the Project period, and (2) 
reaching out to the other Directorates concerned future mobilization. Changes in the 
political environment continues to affect the extent and timing of the conduct of Project 
induced TDM measures. However, TDM being a core of managing traffic challenges of IMM 
jurisdiction, its priority is deemed to stay till visible level of congestion decrease is realized, 
warranting a rating of high for the sustainability of Project achievements.  

3.3 Conclusion 

The Project has made tangible achievements in strengthening capacities of 
Transportation Department’s core staff in TDM measures. Its relevance is evaluated 
high based on close alignment with (1) the Government policy of Turkey, (2) the 
Strategic Plan of IMM as well as (3) the needs of its Transportation Department, (4) 
the requirement by UNESCO World Heritage Committee, and also (5) Japan’s ODA 
Policy. The Project effectiveness is also assessed as high, for the Project Purpose, as 
determined by the indicator, has already been met based on the triangulation of 
questionnaire survey, face-to-face interviews, and document review, and there is a 
clear linkage between the achievement of the Project Purpose and the production of 
Outputs. Efficiency of the Project is evaluated as satisfactory in view of the five 
dimensions of Input-Output relationships that the Project managed for results. They 
are: (1) turning a challenge by delay into resource acquisition process management 
opportunity, (2) important assumption of output, (3) inputs by Japan, and (4) inputs 
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by IMM. As the prospect for achieving Overall Goal through further implementation 
of TDM is high, the impact of the Project is deemed substantial, accompanied by a 
comprehensive assessment on the sustainability of Projects’ achievement as high 

3.4 Recommendations 

(1) Re-confirm C/P assignment with the Project, and clarify roles and goals with timeline 

As common for strong technical staff at a public entity, the assigned C/P have regular 
and/or routine functions for the Directorate/Department, and could not spend 100% of their 
work time solely for the Project. However, knowing such constraints, the Project made 
arrangement such as Weekly Friday Meeting to strategize its operation management. From 
the questionnaire and face-to-face interviews, it seems that there is still some more room to 
further economize use of time by prioritizing and clarifying “who does what to get where by 
when”, to ensure each is well aware of what they are tasked to deliver. Thus, toward the end 
of the Project completion, it is recommended that the Project re-visits PO and stock takes 
what each C/P should focus, as well as double checks if what each C/P thinks he/she is 
supposed to be doing rightly reflects what PDM/PO determines for that particular C/P. 

(2) Consider lending short-term technical support to Yenikapi development to solidify the 
Project built TDM capacity 

After administrative decision was made to suspend execution of the second social 
experiment (Output 2), the Project swiftly tuned into IMM’s evolving and urgent challenge 
of establishing intermodal passenger transport system at Yenikapi transfer point, one of the 
most critical traffic nodes of the City to become. This adjustment is still within the 
framework of the TDM application, and provides a clear illustration of the flexibility as well 
as capability of the staff in applying accumulated experiences on TDM. 

As IMM’s need to take on Yenikapi development is urgent, one possibility is to formalize 
Project’s technical support to the development, details of which to be determined in 
consultation with JCC, by extending Project period up to six (6) months to conduct study for 
an urgent action plan. It will be conducted under the Output 1 component of the Project, and 
its essence would preferably be documented as an addendum to the Output 3 produced 
guidelines. 

(3) Pick up on the suspended second social experiment on traffic cell system at a time 
opportune for implementation 

The Project laid out all the preparatory work for the experiment, and the C/P particularly 
consider this will be a missed opportunity if not implemented. Thus, while implementation 
within the Project period does not seem probable, keeping it in the agenda of Transportation 
Department and prioritizing its implementation when the time is opportune will be an 
important step to ensure realization of Project outcome. 

(4) Closely liaise with IMM’s Directorate of Historic Sites Protection by providing 
information on Project achievements 

The Project has been in full compliance with the requirement by UNESCO to upkeep the 
status of Istanbul Historic Areas as a World Heritage Site, as determined by “Istanbul 
Historic Peninsula Site Management Plan (2011)”. Further confirmation was obtained from 
IMM’s Site Management Directorate, the section in charge of liaising with UNESCO, that 
the Project has been operating within and in support of the mandate of the Site 
Management Plan which recognizes the significance of TDM. As the Site Plan is now under 
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review for update, the Project should feed its data and information on the achievements to 
this unit, so that Project’s contribution to the Historic Area will be formally acknowledged in 
the next version of the Site Management Plan, authenticating TDM measures by the Project 
for the Historic Areas. 

(5) Start to engage non C/P for further application of TDM measures 

The Project worked within the existing organizational framework of the 
Transportation Department by setting up Working Group with staff drawn for their 
technical and functional responsibilities. Thus, termination of the Project will not 
negatively affect the furtherance of the activities derived. However, them being staff 
for planning the measures and possibly testing the measures but not for launching 
large scale operations, realization of wider application depends on the Project (1) 
making a thorough and informative guideline (Output 3) before the end of the Project 
period, and (2) reaching out to the other Directorates concerned for future 
mobilization. While the Project is currently on schedule on the Output 3 activities, 
ensuring quality of the guidelines as well as scoping of how to disseminate the 
guidelines so that further engagement of the beyond C/P group can be acquired 
should be sought out from now. 

3.5 Lessons Learned 

(1) Importance of Stakeholder Engagement 

Project established well-functioning communication channel between the Experts and C/P 
through regular Friday Meeting of the Working Group (core group working on the Project). 
Other concerned Directorates in Transportation Department were also involved in the 
communication channel as well as in collaborative work depending on the agenda. On the 
other hand, how to engage with upper management under dynamic and fluid work 
environment of a huge municipality system continued to pose difficulty to the Project due to 
their busy schedule, and the Project admits that it could not always shape their agendas in a 
way comprehensible to the upper management. Also, the Project reflects that its outreach 
effort for public involvement was not sufficient for what is required for the implementation 
of a full-fledged social experiment. 

While access to the higher authority continues to be limited, the Project is definitely 
utilizing its experiences for navigating the bureaucracy. Its clearance request is now better 
tailored, thinking ahead on what is required for the upper management to approve without 
hesitation. Such goal oriented thinking is a universal asset in any type of organization, but 
is particularly relevant and is envisaged to take root as a ground rule for public servants. 
Thus, going forward, significance of consensus building within and beyond the municipality 
as well as that of outreach to the public should be considered and treaded as an integral part 
of successful planning and implementation of TDM measures. 

(2) Non-technical capacity for technical officers 

The target group of the Project was determined in its PDM as Transportation Department 
of IMM. As the staff (i.e. C/P) came on board already in possession of high level technical 
expertise, the benefit of their participation in the Project related more with how to structure 
and carry out TDM measures rather than in the narrow sense of developing technical 
capacity. Therefore, while “needs” might not have been felt by the already able C/P for 
capacity development in transportation management issues, the value of the Project having 
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provided opportunities for the technical officers to think through how to strategize and act in 
order to realize TDM measures within the mandate of the Municipality which is always 
under fluid business environment should be recognized. 

(3) Dispatch Patterns of JICA Experts 

Japanese Experts were dispatched in accordance with the framework of contractual 
arrangement with JICA. Given large part of the Project needs are of procedural nature for 
which uninterrupted on-site availability of the Experts ensures seamless advisory services 
to the C/P, absence of such arrangement made C/P feel that it could be one reason for 
bottlenecks. On that point, suggestions were made to appoint fewer number of experts (if 
required for budget reason) for longer stretch of time in the office with more permanent 
resident status than patchy in-and-out of more numerous number of Experts. The issue is 
not specific to this Project, and merits deliberation on the part of JICA for effective 
implementation of its project scheme. 

(4) Value of lessons from less than ideal examples 

All the core C/P had the opportunities for training in Japan, where exposures to TDM in 
Japan provided opportunities for them to establish comparative perspectives. Some 
pre-concluded Japanese technology is not surpassing what exists in Turkey, but such 
comparisons included, the C/P gained firsthand knowledge on the real applications of TDM 
by public entities managing transportation system. This example is a reminder that the 
value of establishing reference point cannot be underestimated as an offering even from less 
than ideal cases. 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 評価の背景と目的 

１－１－１ 評価の背景 

イスタンブール市歴史地区交通需要管理プロジェクト（以下、「本プロジェクト」）は、イス

タンブール市交通局職員の交通需要管理（Transport Demand Management：TDM）施策実施能力

の強化を目的とした技術協力である。トルコ共和国（以下、「トルコ」と記す）の要請を受け

て日本国政府（独立行政法人国際協力機構：JICA）が 2010 年 10 月に詳細計画策定調査を実施

し、協力のフレームワークについてトルコ政府と合意し、同 2011 年 4 月にその内容を示した

討議議事録（Record of Discussions：R/D）の署名交換を行った。その後、2011 年 7 月より、上

記R/Dに基づきイスタンブール市交通局をカウンターパート（Counterpart：C/P）機関とし、歴

史地区における混雑緩和を目的としたTDM施策導入のために、社会実験の実施を通じてTDM

施策実施能力の強化を図ることを目標として、本プロジェクトが実施されている。 

2013 年 12 月にプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動の実績、成果を評価、確認する

とともに、今後の類似事業の実施にあたっての教訓を導くことを目的として、上記R/Dに基づ

いて、両国側の代表者からなる合同終了時評価調査団（以下、「調査団」）により終了時評価が

実施された。 

 

１－１－２ 評価の目的 

終了時評価調査の目的は、以下のとおりである。 

（1）プロジェクト・デザイン・マトリックスPDM Ver.1（付属資料 6 を参照）に基づいて、投

入と成果の達成度、プロジェクト期間終了までのプロジェクト目標達成見込みとプロジ

ェクト終了後 3～5 年での上位目標達成見込みを確認する。 

（2）プロジェクト活動実施における貢献要因と阻害要因を検証する。 

（3）評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の視点から総合的な評価

を実施する（２－１ 評価の概要を参照）。 

（4）プロジェクトの更なる改善に向けた提言を導出し、同様のJICAプロジェクトで参考とな

る教訓を得る。 

（5）プロジェクトの方向性を協議・合意し、協議の結果に基づいて、終了時評価調査報告書

を作成する。 

 

１－２ 評価調査団員と調査日程 

１－２－１ 調査団員 

 

（1）日本側 

担当分野 氏 名 所 属 

総 括 垣下 禎裕 JICA経済基盤開発部参事役 

協力企画 福原 さおり JICA経済基盤開発部平和構築・都市・地域開発第一課 

評価分析 津曲 真樹 有限会社アイエムジー 
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（2）トルコ側 

氏 名 所 属 

Mr. Ahmet Hamdi GÜNER イスタンブール市交通局交通計画課長（プロジェクトマネジャー）

Mr. Onursal BAŞ イスタンブール市交通局交通計画課副課長 

Ms. Nesligül ÜNAL イスタンブール市交通局交通計画課主任 

 

１－２－２ 調査日程 

終了時評価調査は、2013 年 9 月 1 日から 14 日まで実施された（付属資料 1 を参照）。 

 

１－３ プロジェクトの概要 

１－３－１ プロジェクトの背景 

トルコ共和国は国土面積 783,562km2、人口約 7,260 万人、1 人当たりGDPが 8,723 米ドル（2009

年時点）であり、欧州と中東の間に位置し、アンカラを首都とする共和制国家である。イスタ

ンブール（5,343km2）は、ボスポラス海峡を挟んで欧州大陸とアジア大陸にまたがっており、

トルコの全GDPの 22％を生み出すトルコ経済の中心であると同時に、世界遺産に登録された歴

史地区を有する文化・観光都市でもある。 

近年、イスタンブールでは、人口が急速に増加しており、1980 年の 615 万人から 2012 年に

は約 1,400 万人を数え、人口増大と経済成長に伴い、乗用車台数は 300 万台に近づいている。

この急速なモータリゼーションの進展に交通施設整備は追いつかず、慢性的な渋滞、交通事故

の多発、排気ガス排気量の増加などの都市問題が年を追うごとに深刻化している。さらに、イ

スタンブール首都圏への一極集中により、2023 年には人口が 1,600 万人を超えると予測されて

いる。 

このような状況の下で、めざすべき将来交通ネットワークを策定し、イスタンブール市の都

市交通問題の改善を図るため、トルコ政府の要請を受けて、JICAは 2007～2009 年に「イスタ

ンブール市都市交通マスタープラン（M/P）調査」を実施した。同調査で策定されたM/Pは、

①公共交通インフラの整備、②民間資金導入のための基金（イスタンブール西部地区都市開発

公団、軌道系開発促進基金）の設立、③適切な交通管理の実施、の 3 つのコンポーネントから

構成される。このうち③について、歴史文化財と調和した都市環境保全の観点から、イスタン

ブール歴史地区（人口約 45 万人、面積約 17km2）の交通現況の改善が緊急課題として提言され

た。 

イスタンブール歴史地区はユネスコの世界遺産に指定され、歴史的建造物が数多く存在して

いるが、都市部に位置するために深刻な交通渋滞とそれに伴う大気汚染などにより貴重な歴史

的建造物が損傷されつつある。M/Pでは、歴史地区における交通政策は乗り入れ規制だけでは

なく、さまざまな交通政策を複合的に実施する必要があることが指摘されており、それを担う

イスタンブール市交通局職員の交通需要管理（TDM）施策実施能力の強化が緊急に必要とされ

ている。 

同提言に基づき要請された本プロジェクトでは、M/P調査と同様にイスタンブール市交通局

をC/P機関として、歴史地区における混雑緩和のためのTDM施策導入のため、社会実験の実施

プロセス（課題特定→計画立案→実施→評価・分析）を通じたC/P機関のTDM施策実施能力強
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化を目的とし 2011 年 6 月から 2013 年 12 月までの予定で実施している。 

 

１－３－２ プロジェクトの要約 

 

上位目標 快適な都市環境を実現するため、イスタンブール市歴史地区において適

切な交通需要管理（TDM）施策が実施される。 

プロジェクト目標 イスタンブール市交通局の歴史地区におけるTDM施策実施能力が強化

される。 

成果 1．イスタンブール市歴史地区の交通特性が特定され、交通計画上の課

題が抽出される。 

2．TDM施策の社会実験における計画立案から実施、評価・分析に至る

一連のプロセスが、イスタンブール市交通局職員によって試行され

る。 

3．社会実験の経験がガイドライン・研修教材等として取りまとめられ

て、イスタンブール市関係部局に共有される。 

実施期間 2011 年 7 月～2013 年 12 月（2 年 6 カ月） 

実施機関 イスタンブール市交通局 
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第２章 終了時評価調査の方法 
 

２－１ 評価の概要 

本終了時評価調査は「新JICA事業評価ガイドライン第 1 版」に基づき、プロジェクト・サイク

ル・マネジメント（Project Cycle Management：PCM）手法で用いられるプロジェクト・デザイン・

マトリックス（Project Design Matrix：PDM）を活用して、プロジェクトの実績（投入の実績、活

動の実績、成果の達成度、プロジェクト目標・上位目標の達成度・見込み）と実施プロセスを整

理、確認するとともに、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点か

ら評価を行った。 

 

２－２ 評価の基準 

評価 5 項目の主な視点は次のとおりである。 

（1）妥当性 プロジェクト目標や上位目標が、トルコの開発政策やイスタンブール市

の戦略計画、イスタンブール歴史地区管理計画やわが国の援助政策との

整合性が取れているか、ターゲット・グループのニーズと合致している

かなど、プロジェクトの正当性・必要性を検証、判断する。 

（2）有効性 プロジェクト目標が計画どおり達成されるか、プロジェクト目標の達成

が成果の達成によって引き起こされるものかなどにより、プロジェクト

の実施によってターゲット・グループに便益がどのようにもたらされて

いるかを検証し、判断する。 

（3）効率性 プロジェクトが効果的に投入資源を活用したかという観点から、投入実

績と成果達成の状況を踏まえて、投入（インプット）がどのように効率

的に成果（アウトプット）に転換されたかを検証・評価する。 

（4）インパクト 上位目標達成の見込みとプロジェクト実施によりもたらされる長期

的・間接的な効果や波及効果の有無を検証し、判断する。 

（5）持続性 政策・制度面、組織面、財務面、技術面の観点から、プロジェクト終了

後、プロジェクトで発現した効果がどのように定着・持続するかについ

て、検証・評価する。 

 

２－３ 評価グリッドとデータ収集方法 

本終了時評価調査では準備作業として本プロジェクトに関する既存資料をレビューしたうえ

で、評価 5 項目に係わる詳細な評価設問と評価指標・データ収集方法等を記述した評価グリッド

案を作成した。そのうえで、2011 年 8 月に指標が最終化されて以降、プロジェクトが継続して使

用しているPDM Ver.1（PDM1）を活用して、情報･データの収集と分析を行った。（評価設問につ

いては、付属資料 4「評価グリッド」を、評価用PDMについては付属資料 6「PDM Ver.1」を使用

した。） 

より具体的には、以下の手順で本プロジェクトに関する情報・データの収集・分析を実施した。 

 

（1）資料レビュー 

主な資料として以下のものを活用した。 
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・詳細計画調査報告書（2010 年 7 月）、事業事前評価表（2010 年 4 月）、討議議事録（2010

年 7 月 8 日）、中間レビュー調査報告書（2012 年 2 月）等のJICA資料 

・PDM、活動計画（Plan of Operations：PO）等、プロジェクト基礎資料 

・プロジェクト作成による、プログレス・レポート（各年次、和文）等、プロジェクト作成

による進捗管理報告資料 

・セミナー報告書やプレゼンテーション資料等、プロジェクト作成による成果報告資料 

・専門家派遣実績データ、研修実績、供与機材リスト、本邦研修参加者リスト、C/Pリスト

等のプロジェクト作成資料 

 

（2）質問票調査 

評価グリッドの評価設問に基づいて、日本人専門家向け、C/P向けの 2 種類の質問票を作

成し、事前に配付したうえで回収・分析した。 

 

（3）面接調査 

評価グリッドの評価設問に基づいて、質問票への回答結果を基礎情報として、本プロジェ

クトの活動、管理・運営状況、C/Pへの技術移転状況、本プロジェクトに係わる交通管理の

制度や組織の現状について、日本人専門家、C/P、その他プロジェクト関係者に対して、個

別またはグループによる面接調査を行い、追加情報の収集と分析を行った（面談者のリスト

は付属資料 2「主要面談者リスト」を参照）。 

 

（4）現地踏査 

歴史地区内の交通施設並びにバス/路面電車ルート、駐車場 、イェニカプ駅地域等。 
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第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス 
 

３－１ プロジェクトの実績 

３－１－１ 投入 

（1）日本側 

日本側はプロジェクトに対し、以下の投入を行った（詳細は付属資料 3「投入実績」を

参照）。 

1）日本人専門家（付属資料 3 の「3-1-1 専門家派遣」を参照） 

プロジェクト開始からプロジェクト終了時評価までに、合計 10 名の専門家が派遣

されている。表－１に専門家の数、専門分野、派遣期間を示す。 

 

表－１ 日本人専門家の派遣分野と期間 

派遣分野 人数 
派遣期間 

（人/月） 

総括/交通政策 1 2.43 

副総括/総合交通管理計画 1 6.17 

副総括/交通管理計画 1 17.27 

交通計画（1） 1 7.47 

交通計画（2） 1 3.50 

社会実験管理（1） 1 8.00 

社会実験管理（2） 1 3.40 

交通調査・解析支援 1 2.50 

交通解析 1 1.50 

業務調整/合意形成 1 5.20 

計 10 57.44 

注：2013 年 8 月末までの実績値。 

 

2）本邦研修と第三国研修（付属資料 3 の「3-1-2 本邦研修及び第三国研修」を参照） 

日本側は交通局の合計 13 名の職員を対象として、本邦研修を 2 回に分けて実施した。

その他、11 名のC/Pを対象としたシンガポールでの第三国研修が、2013 年 11 月に実施

される予定である。 

3）供与機材（付属資料 3 の「3-1-3 供与機材」を参照） 

プロジェクト開始以来、事務機器・用品（例、コピー機、コンピュータ、プリンター）

等の、プロジェクトの実施に必要な機器類が、合計 2,300 万円（約 23 万米ドル）分投入

された。 

4）日本側運営費（付属資料 3 の「3-1-4 プロジェクト運営費」を参照） 

プロジェクト開始以来、2013 年 8 月までにJICAより合計 6,530 万円（約 67 万米ド
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ル）1のプロジェクト運営費が投入された。 

 

（2）トルコ側 

トルコ側はプロジェクトに対し、以下の投入を実施した（詳細は付属資料 3 の「3-2 ト

ルコ側投入実績」を参照）。 

 

1）プロジェクト要員（C/P）（付属資料 3 の「3-2-1 C/P配置」を参照） 

トルコ側は、交通局よりプロジェクト・ディレクター（1 名）、プロジェクト・マネジ

ャー（1 名）、職員 15 名をC/Pとして配置した。 

2）プロジェクト施設 

トルコ側より日本人専門家用のプロジェクト事務所スペースが提供された。 

3）トルコ側運営費（付属資料 3 の「3-2-2 トルコ側ローカルコスト」を参照） 

トルコ側はプロジェクト運営費として 50 万トルコリラ（約 2,550 万円）を負担した。 

 

３－１－２ 成果の達成状況 

3 つの成果（アウトプット）に係る各指標の達成度は、終了時評価時点で次のとおりである。 

 

（1）成果 1 の達成状況 

成果 1：イスタンブール市歴史地区の交通特性が特定され、交通計画上の課題が抽出され

る。 

指標：イスタンブール市歴史地区の交通特性及び交通計画上の課題を記載した調査報告書

が取りまとめられる。（達成） 

 

成果 1 の活動はプロジェクト開始以降順序立てて実施され、成果 1 の達成へと導いた。

第一に、プロジェクトは担当業務の重複や役割分担に係る状況を把握するために、イスタ

ンブール市役所内外のTDM関連機構との協議を行った（例えば、交通局内のその他の課長

級職員、ISPARK、ISBAK等）。次いでプロジェクトは、M/Pの認可状況を確認し、イスタン

ブール市役所の交通管理計画及び公共交通計画に改正がないことを確認した。プロジェク

トではこのような確認に基づいて、TDM施策を通じて対処されるべき交通特性と渋滞個所

を分析するための調査を各種実施した。調査過程及び結果は、以下の報告書にまとめられ

ている。 

・“Junction Traffic Count Survey” Field Report（March 29, 2013） 

・“Modelling Sofular Zone with Transmodeler Microsimulation Software”2 

・“Parking Count Survey Results Report”（2013） 

・“Smart Parking System Social Experiment Project” Field Survey Report（March 29, 2013） 

・“Field Studies Traffic Counts”3 

                                                        
1 プロジェクトでの精算時のレート（USD1=98.19）に基づいて計算。 
2 日付なし。 
3 日付なし。 
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これら各種社会調査の実施プロセスと導かれた結果が、次に記す成果 2 及び成果 3 で展

開された活動の基礎となっている。 

 

（2）成果 2 の達成状況 

成果 2：TDM施策の社会実験における計画立案から実施、評価・分析に至る一連のプロセ

スが、イスタンブール市交通局職員により試行される。 

指標 2-1：イスタンブール市関係部局の職員の 80％以上が、研修コースやセミナーで訓練

される。（達成） 

指標 2-2：2 回の社会実験が実施される。（未達成） 

指標 2-3：分析結果を含む報告書が作成される。（一部未達成） 

 

成果 2 は、第 2 回社会実験の実施を除いて達成されたと評価された。第 2 回社会実験は、

プロジェクト実施機関（イスタンブール市役所の交通局）の裁量を超える要因によって、

2014 年 3 月に選挙が終わるまで延期されることになった。 

中心的なC/P職員の日本での研修の参加率は、別々に開催された 2つのコースともに 100％

であった。第 1 回研修は、TDMという枠組みのなかで行われる社会実験の概念と有効性に

特化した内容で、管理職を受け入れた。2 回目のコースは技術職員のために準備され、社会

実験の計画、実施、評価をどのように行うか、及び更なる適用に実験結果をどのように組

み込むか、という点を中心に提供された。TDMについての新しい知識の追求と吸収に熱心

であることはC/Pのフィードバックからも明らかであり、各自が研修から自分の目的意識に

即した学びを得て帰国している。 

プロジェクトが企画したセミナーへのC/Pの参加率も、ほぼ 100％である（現在のところ

2012 年 3 月の第 1 回と 2013 年 3 月の第 2 回の 2 度にわたって開催されている）。第 1 回セ

ミナーは、JICAの運営指導調査団の訪問時に行われ、調査団の大学教授メンバーによる技

術的な発表が含まれた。社会実験の実施方法と有効性についての活発な議論及び参加者間

の交流により、セミナーでは、これまで試みられなかった社会実験分野に関する不安を払

拭する機会となった。第 2 回セミナーは、プロジェクト活動の一環として行う社会実験に

ついて具体的に議論する機会として企画され、第 1 回社会実験（スマート・パーキング・

システム：SPS）の報告と、第 2 回社会実験（トラフィック・セル・システム）のための準

備概要についての技術的な発表が含まれた。 

SPSについてのTDM社会実験は、2013 年の 1 月から 2 月にかけて、イスタンブール市役

所の交通課、調整課、並びに関連する駐車場運営管理機関（ISPARK、TAVG）の協力を得

て、交通計画課の主導によってファティ地区にて実施された。実験の実現に至るまでには、

資金の調達のみならず、市役所の上層部の理解/関与と承諾を得るためのプロジェクトの苦

労があった。広報部門の社会実験に対する認識が不十分であることから、事前の一般向け

の幅広い告知を行うことができず、実験のより包括的な実施には至らなかった。しかしな

がら、収集されたデータは、システムが移動時間の短縮に有効であることを示した。さま

ざまなステークホルダーからの反応の情報についても、データとともに収集、分析された。 

第 1 回社会実験の混成的な結果に続き、プロジェクトはトラフィック・セル・システム
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についての第 2 回目社会実験の準備に取りかかった。しかし、2014 年に予定されている選

挙への影響を懸念した市役所上層部は、実験実施に係る延期の決断を言い渡すことになっ

た。2 回目の実験は、市民の移動にとりわけ厳しい制限をかける性質であることがその理由

である。しかしながら、第 1 回社会実験の計画、実施、分析の途上で、将来的に同様の実

験を自分たちで企画・実践する自信をC/Pが得たことが、質問票への回答にも現れている。 

第 1 回社会実験の結果は、その過程及び分析とともにまとめられ、第 2 回セミナーで発

表された。実施が中断している第 2 回社会実験については、歴史地区でこの実験を行う目

的、価値、固有プロセスの概略が報告書にまとめられた。選挙に伴う想定外の延期がなけ

れば、成果のこの部分も予定どおり達成されるはずであった。 

 

（3）成果 3 の達成状況 

成果 3：社会実験の経験がガイドライン・研修教材等として取りまとめられて、イスタンブ

ール市関係部局に共有される。 

指標 3-1：TDM施策のためのガイドラインが作成される。（一部達成） 

指標 3-2：ガイドラインがイスタンブール市イスタンブール市関係部局に普及される。（未

達成→達成見込みあり） 

 

成果 2 の下で行われた社会実験の結果と、分析から引き出されたガイドラインの完成と

普及によって、プロジェクト期間の終了までに、成果 3 は指標を達成することが予測され

る。 

第 1 回社会実験の経験を基に、C/Pはガイドラインの担当章の準備過程にあり、2013 年

11 月に完成が予定されている。9 月時点では準備は予定どおりに進行しており、プロジェ

クト期間終了までの完成が見込まれている。しかしながら、先述の理由のために本プロジ

ェクトの活動として第 2 回社会実験が実施されなかったため、トラフィック・セル・シス

テムについての結果と教訓は最終的に取りまとめられる成果物に含まれないことになる。 

プロジェクトでは、イスタンブール市役所の関連部局を対象にした普及セミナーとワー

クショップを計画している。その間に、第 1 回社会実験の結果は 2013 年 3 月にISPARKが

開催した会議などでも紹介され、そのインパクトは歴史地区でのより大規模な駐車システ

ムの運営主体集団での更なる適用についての議論等に、既に反映されている。 

 

３－１－３ プロジェクト目標の達成見込み  

 

プロジェクト目標：イスタンブール市交通局のイスタンブール市歴史地区におけるTDM施策

実施能力が強化される。 

指標：80％以上の交通局内関連職員が、TDM施策を実施する能力が強化されたと認識する。

 

プロジェクトの目標は、質問票調査、インタビュー、関連資料など、複数の角度からの

レビューに基づいて、おおむね達成されていることが確認された。 

C/Pとしてプロジェクトで活動した交通局の職員の 80％が、プロジェクトへの参加を通じ
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て職員のTDMに関する技術的能力は向上した、と考えていることが確認され、プロジェク

ト活動によって確実な学びが実現されたことが、示唆されている。 

他方で、第 1 回社会実験を通じて獲得したスキルを確かなものとするための第 2 回社会

実験、との期待をC/Pのだれもがもっていたことがうかがわれた。それにより、TDMを更に

推進する準備を万全に整えることが可能となる、という理解からである。その意図は、社

会実験の技術的な側面のみでなく、実験の実施にあたって必要である、イスタンブール市

役所の行政システムとどのように対峙し、関係者を巻き込んでいくか、という課題への対

処を含むものである。このような背景から、プロジェクトがその機会を提供して構築途上

にある、TDM施策にかかわる能力を確実にするためには、あと 1 回の実験を行うことが交

通局職員にとって有益であろう。 

 

３－１－４ 上位目標の達成見込み  

 

上位目標：快適な都市環境を実現するため、イスタンブール市歴史地区において適切な交通

需要管理（TDM）施策が実施される。 

指標 1：イスタンブール市歴史地区にて、2 件以上のTDM施策が実施される。 

指標 2 ：イスタンブール市歴史地区にて、TDM施策によって、目に見える変化が実現する。

（一部未達成） 

 

TDMを更に実施することにより、上位目標達成の見込みは、高くなると考えられる。 

プロジェクト期間を通じて、C/Pはプロジェクト活動としてのTDM施策の計画と実施に真

摯に取り組み、組織レベルでその経験が蓄積されるための努力を行った。第 2 回社会実験

が延期に至った経緯は、担当職員レベルがコントロールできる権限の範囲を超えたもので

あり、一方で、彼らの、管轄対象地域がより良い交通条件環境を得るために努力する、と

いう目標をくじくことではなかった。折しもイスタンブール市役所では、複数の交通手段

が交差するイェニカプ周辺で、2013年 10月に交通ハブの開通が迫っていることを皮切りに、

この地域の交通結節設備の設置への対応を喫緊の課題としており、プロジェクトのTDMの

経験は交通結節点を構築するための核として、市の取り組みが進むなかで、その関連性の

高さから注目されることが期待できる。 

上記のとおり、イェニカプ乗継センター近辺に交通結節点を開発するという、イスタン

ブール市役所にとっての差し迫った任務は、周囲の遺跡を保存しつつ乗客の交通手段間の

スムーズな乗り換えを可能にする交通システムをつくり上げる、という歴史地区での大事

業である。このような偉業へのチャレンジは、プロジェクトに携わったイスタンブール市

役所交通局の職員が、プロジェクトのTDM施策へのかかわりを通じて培った経験を試し、

生かすためのチャンスともいえ、上位目標が掲げる指標である、「目に見える変化」を導く

ことにつながると考えられる。 

 

３－２ プロジェクトの実施プロセス 

３－２－１ 活動の実施と活動におけるオーナーシップ 

プロジェクトの活動は入念な計画と準備を経て実施されたが、初期には遅延が発生した。し
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かし、プロジェクト関係者は遅延の可能性に早い段階から気づき、対応を取った。例えば、イ

スタンブール市役所が交通調査の実施要請に対して許可を出すまでにかかる時間の考慮（成果

1）が挙げられるが、プロジェクトはその必要性を当初に把握して、スケジュール見直しにつ

いて、プロジェクト開始から 1 カ月後の第 1 回合同調整委員会（JCC）に諮っている。更なる

遅延の最大要因は、第 1 回社会実験（SPS）の準備にかかわるものであった（成果 2）。そこで

は、（当初は積まれていなかった）実験用の予算を確保するための準備期間（トルコ側で予算

を受け持つ当事者が変更となったため）や、実施にかかわる内外の関係組織を調整するのに要

した時間と手間が含まれる。プロジェクト関係者は、これらの課題に戸惑いながらも、真摯な

姿勢とプロ意識を失わずに努力と協力を継続し、最終的には第 1 回社会実験をトルコ側のオー

ナーシップを明示する形で実現した。 

しかし、プロジェクトがめざす方向についてすべてのC/Pが確信を得てはいないことも、終

了時評価の調査段階で明らかになった。（これは、まもなく行われる選挙への政治的配慮のた

め第 2 回社会実験の実施が先送りにされたため、プロジェクトがその活動や方向転換を迫られ

たことに起因すると考えられる）。本報告の後のセクションで提言する、プロジェクト完了に

向けて、各C/Pの任務を再確認し、C/Pが自分の役割を十分に理解してプロジェクトの残りの期

間の従事を全うすることが理にかなったものであろう。 

第 2 回社会実験（トラフィック・セル・システム）を延期するイスタンブール市役所上層部

の決定（成果 2）の後、市役所にとって緊急性の高いニーズとして浮上した、イェニカプでの

交通結節点開発に係る対応への技術的な相談などに、プロジェクトは迅速に呼応している。イ

ェニカプ乗継ポイントは、市の最も重要な交通要所となることが見込まれている。プロジェク

トによるこのような対応は、TDM適用の枠組みのなかに位置づけられるものであり、プロジェ

クトを通じてTDM施策に携わった職員の適用能力を示す機会を提供する。 

 

３－２－２ プロジェクト管理 

毎週金曜日に行われるワーキンググループ（プロジェクト活動の中核グループ）の定例会議

を通じて、プロジェクトでは専門家とC/Pの間に良好なコミュニケーションチャンネルが確立

された。交通局のその他の関連部局も、業務の内容によってコミュニケーションチャンネル並

びに共同作業に加わった。一方で、流動的に物事が動く、巨大な行政システムのなかで、過密

スケジュールの上層部をどのように巻き込んでプロジェクト活動を進めるかについては苦労

が絶えず、多くのエネルギーが上層部からの決裁や指示を得るために費やされた。 

 

３－２－３ 運営指導調査団（2012 年 2 月）からの提言のフォローアップ 

（1）意思決定レベルとのコミュニケーション 

上層部へのアクセスに制約がある点については、その後も状況は変わらないが、プロジ

ェクトは確実に、官僚機構のなかで必要な決裁を得るためにはどのような対応・準備が必

要かについて、経験を生かしてより効率的な動きを取るようになっている。これは、上層

部からの決裁を仰ぐにあたっては、決裁者が躊躇なく判断を下せるよう、先を見据えた準

備と思考を行っていることから確認された。 
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（2）C/Pの配置 

C/Pグループのうち、特定の人員に業務負担がかかっているとの指摘が、運営調査団か

ら出されていた。特には、第 1 回社会実験（SPS）の成果を取りまとめつつ第 2 回社会実

験（トラフィック・セル・システム）の準備を行うなかで、一部のC/Pに加重負担があっ

た点について、調査団が指摘していた。この点については、調査団の訪問以降、選挙の終

了まで第 2 回社会実験の実施を延期し、TDM施策の範囲内で、イェニカプ地域の交通結節

点開発という新しい課題に対応するという方向に、プロジェクトをとりまく状況が変化し

ている。そのために、プロジェクトでは、第 1 回社会実験の成果を生かしつつ、プロジェ

クト関係者個々の技術的専門性と役割（例えば調整者として、もしくは高度な専門分野ス

ペシャリストとしての役割等）に基づいた業務体制を敷いている。 

 

（3）地元の学識者の技術的知識の活用 

イスタンブール学術界でTDMを専門とする若手研究者と、プロジェクトのC/Pの間でと

もに学ぶ機会をもつことが調査団から提言されたことを受けて、プロジェクトでは若手研

究者をプロジェクトが開催する会合に複数回招き、意見交換を行ってきている。 
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第４章 評価結果  
 

４－１ 5 項目による評価 

４－１－１ 妥当性：高い 

以下の 5 つの観点から、プロジェクトの妥当性は「おおむね高い」と評価される。 

 

（1）トルコ政府の政策及びイスタンブール市役所の戦略計画との整合性 

プロジェクトは、トルコの国家開発計画である「第 9 次開発計画（2007～2013 年）」に

沿って計画、実施された。なかでも、同計画で唱えられている代替的な交通手段の検討を

伴う、交通におけるコリドーアプローチを奨励しての「競争力の強化」、並びに、公共サ

ービスの提供における質と有効性の向上をめざす「公共サービスの質と有効性の向上」の

開発軸との関連性が高い。 

同様に、プロジェクトはイスタンブール市役所の「イスタンブール都市圏戦略計画（2010

～2014 年）」に直接的に呼応した事例の 1 つといえる。同計画では、歩行者と乗り物の交

通システムが適切かつ体系的に管理される「スマート交通」システムの確立が志向されて

いる。この戦略計画はJICAが支援した「イスタンブール市都市交通マスタープラン（M/P）

調査」に基づいて構築されたものであり、日本によるトルコ援助政策の枠組みのなかに包

含されている。同援助政策のビジネス・投資環境改善の重点分野において、同プロジェク

トは、都市部における交通渋滞の緩和を促すことで、都市環境の改善に資するという位置

づけに置かれている。 

 

（2）ユネスコ世界遺産委員会の要件との整合性 

イスタンブール歴史地区に対する、ユネスコの世界遺産としての認定を維持するための

管理について定めた「イスタンブール歴史的半島地域管理計画（2011 年）」をプロジェク

トは順守し、また、TDMは同管理計画の執行を支援する活動として認識されていることが、

本終了時評価のなかで、イスタンブール市役所でユネスコとの連携を担当する、用地管理

担当局によって確認された。歴史地区の保全という観点から、同用地管理担当局とは共通

のアジェンダを抱えており、密な連携を行うことによって、TDM施策を核とするプロジェ

クトの意義をより広く認知させることが可能になると考えられる。特には、同管理計画が

現在改定の途上であることから、プロジェクトが関連データを同局に提供することで、改

定版の計画のなかに、プロジェクトが貢献している事実が含まれることで、プロジェクト

が主導したTDMに対する認知を獲得するメリットがあろう。 

 

（3）イスタンブール市役所交通局のニーズとの整合性 

PDMで定められたプロジェクトの対象グループは、イスタンブール市役所の交通局であ

る。同局内でプロジェクトの活動と関連する技術的素養をもち、職域にある職員から成る

プロジェクトのためのワーキンググループを構築することで、対象グループのニーズとプ

ロジェクトの整合性が確保されている。ワーキンググループに参画している職員（C/P）

は、高いレベルの技術的専門性を備えてプロジェクト活動に従事していることから、彼ら

のプロジェクトへの参加の利点は、狭義の技術能力開発というよりは、TDM施策をどのよ
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うに構築し、実施するかにかかわるものであった。特に、プロジェクトはC/Pに、巨大な

地方自治体の行政機構のなかで自局の技術的アジェンダに関して上層部を説得し、他部局

と協調し、内外のステークホルダーと協同するかなど、物事の動かし方を実践する機会を

提供した。そのため、既に交通管理分野での技術能力を備えるC/Pにとって、「ニーズ」が

必ずしも強く感じられていたわけではないが、プロジェクトが彼らに、常に状況が変わり、

予測が難しい市の行政システムのなかでTDM施策を実現するために必要な、戦略的な思考

や物の運び方を考え、実践する機会となった。 

 

（4）日本のODA政策との整合性 

上記（1）で記したとおり、プロジェクトは、日本の対トルコ援助政策のビジネス・投

資環境改善の重点分野において整合しており、なかでも、都市環境という点が鍵となって

いる。 

 

（5）日本の協力の比較優位 

日本に現存するTDMの事例が、特に技術優位の観点からは必ずしもイスタンブールにと

って 善のモデルではない点については、日本・トルコ国側双方も認識している。一方で、

公共セクターが交通システムを扱うケースという観点からは、イスタンブールに提供でき

る関連事例が日本にある、という見解も共有している。 

 

４－１－２ 有効性：高い 

プロジェクトの有効性は高いと評価される。プロジェクトの目標は、質問票調査、インタビ

ュー、関連資料など、複数の角度からのレビューに基づいて、おおむね達成されていることが

確認された。そして、プロジェクト目標と産出された成果の間には、明確な関連性が認められ

る。 

産出された成果のプロジェクト目標達成に係る重要性は、明らかである。成果 1 については、

イスタンブール歴史地区の交通特性と問題を明らかにすることは、既に部局関係者には既知で

あったかもしれない情報を、新たな角度から検証する機会となった。このような現状把握は実

は、TDM施策としての優先レベルを考え、計画につなげる、という観点から肝要なステップで

あるという事実に対する認識の醸成自体が、成果 1 の達成を支えたともいえる。 

成果 2 については、第 1 回社会実験の計画、実施、管理のプロセスを経験することが、ター

ゲットグループにとって新たな冒険であり、プロセスのすべてのステップが、市役所の当該業

務担当職員として、熱心かつ専門的な関心をもって取り組まれた。加えて、実験のための予算

確保と上層部からの決裁取り付け、並びに外部機関やステークホルダーとの関係構築を行う必

要性に応えるための苦労の連続のなかでの努力が、成果の達成を導いた。 

成果 3 は、狭義の意味での実施ではないが、プロジェクトが終了した後も、プロジェクトが

たどったプロセスやそこから得た教訓を同様の活動の道しるべとしてガイドラインに残すと

いう、非常に重要な要素である。終了時評価段階で、その準備は進行中であり、 終成果物は、

ターゲット・グループが将来実践するTDM施策の際に参照資料として使われ、プロジェクトの

成果を更に上昇させるためのツールとなることが期待される。 

かくも密集した都市の中心におけるTDMへの実態的なニーズは、プロジェクト期間中におい
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ても、時間の経過とともに拡大の一途であったといえる。2013 年 10 月 29 日のイェニカプ駅開

業を控え、鉄道、道路（バスと歩行者）、海上（フェリー）のスムーズな乗り継ぎを可能にす

る交通結節点を開発する、というイスタンブール市役所にとっての喫緊の課題への対応として、

2013 年 12 月のプロジェクト終了が迫るなかで、TDMは有効な手段としてより注目されると予

想される。 

有効性に脅威となったのは、2014 年 3 月の選挙を見据えて第 2 回社会実験を延期に追い込ん

だ市上層部の決定であった。トラフィック・セル・システムの社会実験を準備、実施する過程

では、一般市民にかなりのレベルでの生活の不自由を強いることになるため、選挙を控えた難

しい時期に遂行することは難しい、という見解からの判断であった。 

 

４－１－３ 効率性：中程度 

投入と成果の関連性を、以下の 5 つの観点からプロジェクトが結果を導いた点から、プロジ

ェクトの効率性は中程度である。 

 

（1）遅延という障害を、資金を獲得するプロセスを経験、会得する機会として活用 

プロジェクトの活動は入念な計画と準備を経て実施されたが、初期には遅延が発生した。 

しかし、プロジェクト関係者は遅延の可能性に早い段階から気づき、対応を取った。例

えば、イスタンブール市役所が交通調査の実施要請に対して許可を出すまでにかかる時間

の考慮（成果 1）が挙げられるが、プロジェクトはその必要性を当初に把握して、スケジ

ュール見直しについて、プロジェクト開始から 1 カ月後の第 1 回合同調整委員会（JCC）

に諮っている。更なる遅延の 大要因は、第 1 回社会実験の準備にかかわるものであった

（成果 2）。そこでは、（当初は積まれていなかった）予算を確保するための時間（トルコ

側で予算を受け持つ当事者が変更となったため）や、実施にかかわる内外の関係組織を調

整するのに要請した時間と手間が含まれる。プロジェクト関係者は、1 つ 1 つの課題に戸

惑いながらも、真摯な姿勢とプロ意識を失わずに努力と協力を継続し、障害を克服して獲

得したC/Pの自己資源（官僚システムのなかで物事を進めるために必要であった人的リソ

ースを含む）をも投入のうえで、成果を導いた。 

 

（2）成果レベルの重要な前提条件  

プロジェクト当初に設定された重要な前提条件は、「関係団体、組織からの協力が確保

されること」であった。時としてプロジェクトは、活動実施のためにこれらのステークホ

ルダーから理解と技術的支援を得るにあたっての困難に直面した。一例は、第 1 回社会実

験の実施に係る、一般市民への事前告知に関連して起こった。そのような社会実験が街角

で行われることについて、市民が事前に十分な情報開示を受けることが重要であるものの、

イスタンブール市役所の広報部門から本社会実験の意義に十分な理解を得ることができ

ず、許可が下りなかったため、実験に先立って十分な告知がかなわなかったためである。 

 

（3）日本による投入 

日本人専門家の投入は、JICAとの契約にのっとって行われた。プロジェクトが必要とす

る日本側の投入の大きな部分が、プロジェクトの進展を支えるさまざまな手続き面での取
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り組みへのサポートであり、そのためには、専門家が現地に常駐し、必要に応じて間断な

くアドバイスを仰げるという距離感が、C/Pにとっては非常に重要な要因となる。この点

について、C/Pの多くから、多くの専門家が断続的に出入りするのではなく、（予算の関係

で）専門家の数を減らす必要があれば、より限られた人数の専門家に、常勤に近い体制で

プロジェクトに従事してほしい、という意見が寄せられた。 

中核となるC/Pは全員が日本での研修機会を得て、日本のTDMにふれて比較の視点から

理解を確立した。日本の技術がトルコのそれに勝るものではない、という既成概念をもち

ながら研修に参加したC/Pもいるが、このような比較も含め、C/PはTDMの実際の適用場面

に接することで、今後、自分の職務のなかでどのようにTDMを扱うかについて、より明確

な考えをもてるようになった点に意義がある。 

 

（4）イスタンブール市による投入 

自治体の有能な技術系職員に共通しているように、担当のC/Pは部局のなかで日々遂行

する通常業務をもっており、勤務時間の 100％をプロジェクトのために費やすことはでき

ない。このような制約を踏まえて、プロジェクトは毎週金曜日のワーキンググループミー

ティングなどの管理運営に工夫を凝らした。この関連で、質問票調査とその後のインタビ

ューから顕在化したのは、「どの段階で何が達成されているために、だれがいつまでに何

を行うか」を再度確認し、自己が求められている遂行業務に関して、プロジェクト内部で

全員が共通の理解を構築することが、更なる時間の効率化をもたらすであろう、という点

である。よって、プロジェクトの終了に向けて、それぞれのC/Pが現在取り組んでいるプ

ロジェクト関連業務がPDMやPOが規定したものに即しているかについて、改めて確認す

ることが有用であろう。 

 

４－１－４ インパクト：中程度 

更なるTDM施策の実施を通じて上位目標を達成する見込みが高く、よってプロジェクトのイ

ンパクトは中程度と考えられる。 

プロジェクト期間を通じて、C/Pはプロジェクト活動としてのTDM施策の計画と実施に真摯

に取り組み、組織レベルでその経験が蓄積されるための努力を行った。第 2 回社会実験が延期

に至った経緯は、担当職員レベルがコントロールできる権限の範囲を超えたものであり、一方

で、彼らの、管轄対象地域がより良い条件の交通環境を得るために努力する、という目標を挫

くことではなかった。折しもイスタンブール市役所では、複数の交通手段が交差するイェニカ

プ周辺で、2013 年 10 月に交通ハブの開通が迫っていることを皮切りに、この地域の交通結節

点開発への対応を喫緊の課題としており、プロジェクトのTDMの経験はこのシステムを構築す

るための核として、市の取り組みが進むなかで、その関連性の高さから注目されると期待でき

る。 

イェニカプ地域の交通結節点開発は、周囲の遺跡を保存しつつ乗客の交通手段間のスムーズ

な乗り換えを可能にする交通システムをつくり上げる、という歴史地区での大事業である。こ

のような偉業へのチャレンジは、プロジェクトに携わったイスタンブール市役所交通局の職員

が、プロジェクトのTDM施策へのかかわりを通じて培った経験を試し、生かすためのチャンス

ともいえ、上位目標が掲げる指標である、「目に見える変化」を導くことにつながると考えら
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れる。 

 

４－１－５ 持続性：高い 

下記の観点を総合的にかんがみ、プロジェクトが達成した成果が持続する可能性は高いと評

価できる。 

 

（1）制度面 

C/Pは与えられた役割だけでなく、組織内での各人の役割と責任もよく認識している。 

 

（2）組織面 

プロジェクトは、技術及び職務責任を考慮して選ばれた職員から成るワーキンググルー

プを設定して、交通局の既存の組織的枠組みのなかで機能した。かくして、プロジェクト

の終了が活動の推進に悪影響を与えることはないと考えられる。しかし、これら選ばれた

職員は計画課所属の者が大半であり、施策の計画及び試行の職責を担っても、施策の大規

模な実施を司るわけではなく、施策の広範な適用には、以下の 2 点が重要になる。すなわ

ち、①プロジェクト期間が終了する前に、綿密かつ有益なガイドライン（成果 3）が完成

し、②施策の更なる展開にかかわる他部局に働きかけることである。 

 

（3）技術面 

交通計画課の中核となる職員は、TDMのための素地を確立できる範囲でのトレーニング

を受けている。彼らが、獲得したスキルを通常業務のなかで他の職員と共有する機会が与

えられることが、望まれる。 

 

（4）財務面 

部局予算を確保して第 1 回社会実験を実施したことに裏付けられるように、プロジェク

ト実施機関の財政面での持続性は申し分ないように見受けられる。今後、更にTDM施策を

実施するかの見通しは、財政面というよりは、部局が抱えるたくさんの責任のなかでのこ

のような施策に対する優先順位にかかわるものである。 

 

（5）プロジェクトが達成する成果の持続性に影響を与える、その他の要因 

実施機関の方向性を左右する政治環境の変化は、プロジェクトがもたらしたTDM施策を

更に推し進める規模とタイミングに、今後も影響を与え続ける。しかしTDM は、イスタ

ンブール市役所が管轄する交通問題を打開するための根幹ともいえるものであり、混雑緩

和が目に見えるレベルになるまで、その優先順位は高いものであり続けると思われる。 

 

４－２ 結論 

交通局の中核職員のTDM施策関連能力の強化に関して、プロジェクトは明確な成果を産出した。

その妥当性は、①トルコ政府の政策、②イスタンブール市役所の戦略計画、③交通局のニーズ、

④ユネスコ世界遺産委員会の要請、⑤日本のODA政策、という 5 つの要素との整合性の高さに現

れている。プロジェクトの目標は、質問票調査、インタビュー、関連資料など、複数の角度から
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のレビューに基づいて、指標を満たすレベルで達成されていることが確認され、目標達成と産出

された成果の間に明確な関連性が認められることから、その妥当性は高い。 

投入と成果の関係の観点からも、投入が成果の妥当な産出を導いていることが以下の側面から

認められたことから、プロジェクトの効率性も満足のレベルを満たしたといえる。それらは、①

遅延という障害を、資金を獲得するプロセスを経験、会得する機会として活用、②成果レベルの

重要な前提条件、③日本による投入、④イスタンブール市役所による投入、である。TDMの更な

る実施を通じた上位目標達成の見通しは高く、プロジェクトのインパクトは大きなものだと考え

られ、プロジェクトが達成した成果が持続する可能性も高いという評価に値する。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 提言  

以下は、終了時評価の結果から導かれた提言であり、プロジェクトの残りの期間中に具体化さ

れることが望まれる事項である。プロジェクトから生まれた成果を、実施機関がその終了後も着

実に前進させることが期待される。 

 

５－１－１ C/Pのプロジェクトにおける担当業務を再確認し、その役目を時間軸に沿って明

確化する 

自治体の有能な技術系職員に共通しているように、担当のC/Pは部局のなかで日々遂行する

通常業務をもっており、勤務時間の 100％をプロジェクトのために費やすことはできない。こ

のような制約を踏まえて、プロジェクトは毎週金曜日のワーキンググループミーティングなど

の管理運営に工夫を凝らした。この関連で、質問票調査とその後のインタビューから顕在化し

たのは、「どの段階で何が達成されているために、だれがいつまでに何を行うか」を再度確認

し、自己が求められている遂行業務に関して、プロジェクト内部で全員が共通の理解を構築す

ることが、更なる時間の効率化をもたらすであろう、という点である。よって、プロジェクト

の終了に向けて、それぞれのC/Pが現在取り組んでいるプロジェクト関連業務がPDMやPOが規

定したものに即しているかについて、改めて確認することが有用であろう。 

 

５－１－２ プロジェクトにて向上したTDM能力を更に強化するための、イェニカプ開発への

短期的な技術支援の検討 

第 2 回社会実験（成果 2）を延期するとするイスタンブール市役所上層部の決定の後、市役

所にとって緊急性の高いニーズとして浮上した、イェニカプ乗継ポイントの交通結節点開発に

係る対応への技術的な相談などに、プロジェクトは迅速に呼応している。イェニカプ乗継ポイ

ントは、市の最も重要な交通の要所となることが見込まれている。プロジェクトによるこのよ

うな対応は、TDM適用の枠組みのなかに位置づけられるものであり、プロジェクトを通じて

TDM施策に携わった職員の適用能力を示す機会を提供する。 

イェニカプ開発への取り組みはイスタンブール市役所にとって緊急性が高く、プロジェクト

を半年の範囲内で延長し、緊急対応のアクションプラン策定を通じてこの開発に対する技術支

援をプロジェクトの正式な活動として行う意義は、検討に値する。また、活動の性質はプロジ

ェクトの成果 1 のなかで展開されるものであり、その重要点は成果 3 でまとめられるプロジェ

クトガイドラインの補足として文書化されることが推奨される。 

 

５－１－３ 延期となった第 2 回社会実験の適切な時期の実現 

プロジェクトは第 2 回社会実験のためにあらゆる準備を整え、特にC/Pはその準備に奔走し

たこともあり、この実験が実施されないことは、大きな機会損失であると考えている。プロジ

ェクト期間内の実現の可能性は難しくとも、交通局の予定に引き続き含め、適切な時期に優先

的に実施することが、プロジェクト目標の達成と、上位目標の達成への道筋を確かにするため

の重要なステップである。 
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５－１－４ プロジェクトの成果に係る情報提供を通じてのイスタンブール市役所用地管理

担当局との緊密な連携 

イスタンブール歴史地区に対する、ユネスコの世界遺産としての認定を維持するための管理

について定めた、「イスタンブール歴史的半島地域管理計画（2011 年）」をプロジェクトは順守

し、また、TDMは同管理計画の執行を支援する活動として認識されていることが、本終了時評

価のなかで、イスタンブール市役所でユネスコとの連携を担当する用地管理担当局によって確

認された。歴史地区の保全という観点から、同用地管理担当局とは共通のアジェンダを抱えて

おり、密な連携を行うことによって、TDM施策を核とするプロジェクトの意義をより広く認知

させることが可能になると考えられる。特には、同管理計画が現在改定の途上であることから、

プロジェクトが関連データを同局に提供することにより、歴史地区へのプロジェクトの貢献が

改訂版の管理計画に正式に加えられることで、プロジェクトによる歴史地区のTDM施策に正当

性を与えるツールとなる。 

 

５－１－５ TDM施策の適用拡大を視野に入れた、C/P以外の人々への働きかけの開始 

プロジェクトは、技術及び職務責任を考慮して選ばれた職員から成るワーキンググループを

設定して、交通局の既存の組織的枠組みのなかで機能した。かくして、プロジェクトの終了が

活動の推進に悪影響を与えることはないと考えられる。しかし、これら選ばれた職員は計画課

所属の者が大半であり、施策の計画及び試行の職責を担っても、施策の大規模な実施を司るわ

けではなく、施策の広範な適用には、以下の 2 点が重要になる。すなわち、①プロジェクト期

間が終了する前に、綿密かつ有益なガイドライン（成果 3）が完成し、②施策にかかわる更な

る展開にかかわる他部局に働きかけることである。プロジェクトは現在、ガイドライン作成の

活動を進めているが、C/Pがワーキンググループを越えた関係者とのかかわりの布陣をつくる

ためには、ガイドラインの質を確保しつつ、普及の方法をしっかりと固めることが重要である。 

 

５－２ 教訓 

５－２－１ ステークホルダーを巻き込むことの重要性 

プロジェクトは、毎週金曜日に行われるワーキンググループ（プロジェクト活動の中核グル

ープ）ミーティングを通じて、専門家とC/Pの間に良好なコミュニケーションチャンネルが確

立された。交通局のその他の関連部局も、業務の内容によってコミュニケーションチャンネル

並びに共同作業に加わった。一方で、流動的に物事が動く、巨大な行政システムのなかで、過

密スケジュールの上層部をどのように巻き込んでプロジェクト活動を進めるかについては苦

労が絶えず、プロジェクトは、その点では反省すべきことも多いと自覚している。また、一般

市民を巻き込むプロジェクトのアウトリーチの努力が社会実験の実行にあたって十分でなか

ったことも、プロジェクトは反省事項として挙げている。 

上層部へのアクセスに制約がある点については、その後も状況は変わっていないが、プロジ

ェクトは、官僚機構のなかで必要な決裁を得るためにはどのような対応・準備が必要かについ

て、経験を生かしてより効率的な動きを取るようになっている。そして、上層部からの決裁を

仰ぐにあたっては、決裁者が躊躇なく判断を下せるよう、先を見据えた準備と思考を巡らせて

対応していることが確認された。 

こういった最終目標に向けた発想は、あらゆる組織における普遍的な財産であるが、公務員
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の基本原則としてとりわけ肝要なものであり、定着することが期待される。行政体内外での合

意形成、並びに一般市民へのアウトリーチの重要性は、TDM施策の計画と実行の成功にとって

不可欠な要素であると考えられ、その対応が重要である。 

 

５－２－２ 技術担当者にも必要な、技術面以外の能力 

プロジェクトのPDMで定められた対象グループは、イスタンブール市役所の交通局である。

ワーキンググループに参画している職員（C/P）は、高いレベルの技術的専門性を備えてプロ

ジェクト活動に従事していることから、彼らのプロジェクトへの参加の利点は、狭義の技術能

力開発というよりは、TDM施策をどのように構成し、実施するかにかかわる運営管理面の能力

向上という色が強かった。特に、プロジェクトはC/Pに、巨大な地方自治体の行政機構のなか

で自局の技術的なアジェンダに関して上層部を説得し、他部局と協調し、内外のステークホル

ダーと協同するかなど、物事の動かし方を実践する機会を提供した。そのため、既に交通管理

分野での技術能力を備えるC/Pにとって、「ニーズ」が必ずしも強く感じられていたわけではな

いが、プロジェクトは彼らに、常に状況が変わり、予測が難しい市の行政システムのなかでTDM

施策を実現するために必要な、戦略的な思考や行動を考えさせる機会となった。 

 

５－２－３ JICA専門家の投入パターン 

日本人専門家の投入は、JICAとの契約にのっとって行われた。プロジェクトが必要とする日

本側の投入の大きな部分が、プロジェクトの進展を支えるさまざまな手続き面での取り組みへ

のサポートであり、そのためには、専門家が現地に常駐し、必要に応じて間断なくアドバイス

を仰げるという距離感が、C/Pにとっては非常に重要な要因となる。この点について、C/Pの多

くから、日本側の予算措置として必要であれば専門家の数を減らしてでも、多くが断続的に出

入りするのではなく、常勤に近い体制でプロジェクトに従事してほしい、という意見が寄せら

れた。この問題は本プロジェクトに特有のものではなく、プロジェクト計画における効果的な

実施の観点から、JICAによる検討が求められる性質のものである。 

 

５－２－４ 最良の理想像ではない例から得られる教訓の価値 

中核となるC/Pは全員が日本での研修機会を得て、日本のTDMにふれて比較の視点から理解

を確立した。日本の技術がトルコのそれに勝るものではない、という既成概念をもちながら研

修に参加したC/Pもいるが、このような比較を含め、C/Pは公共機関が実施するTDMの適用場面

に接することで、今後、自分の職務のなかでどのようにTDMを扱うかについて、より明確な考

えをもてるようになった点に意義がある。この例は、たとえ個別技術の優位性が高くない事例

からも、比較の視点を促す価値があることを示唆する。 
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